
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名

総事業費
19,855,000

（事業実施主
体（市町村）
の総事業費）

交付金事業に要
した経費

14,426,000 14,426,0001

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

高規格救急自動車
整備事業 相模原市

番号 備　考交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）

交付金事業実施場所 相模原市緑区青根１３７２番地１

交付金事業の概要

高規格救急自動車１台整備
高規格救急自動車整備事業は、更新基準（６年）を経過した高規格救急自動車１台を更
新するもの。
　本事業は状況に応じて発光パターンが連動する赤色警光灯を備えることで、緊急走行
時の救急車に対する視認性及び安全性の確保が向上し、より質の高い市民サービス（救
急活動）が可能となる。
　また、感染対策として運転席と患者室の間に隔壁を設け感染対策を強化することで活
動隊員の安全を確保することができる。

令和５年度　 事業終了（予定）年度 令和５年度事業開始年度

単年度事業のため事業期間の設定理由

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 相模原市

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

未来へつなぐ　さがみはらプラン～相模原市総合計画～（令和２年度～）
　施策分野別基本計画
　目指すべきまちの姿Ⅲ「安全で安心な暮らしやすいまち」
　　　政策６　「災害に強い都市基盤と地域社会をつくります」
　　　　施策１５　「消防力の強化」
　　　　　１効果的な消防・救急体制の構築
　　　　　　消防車両などの整備、各種資機材や消防部隊の適正な配置を図ります。
　　　　　　また、救急需要の将来推計を踏まえた新たな救急隊配置などに併せ、
            消防署所の移転整備などを進め、火災、救急、救助などの様々な災害や
            事故への対応力の強化を図ります。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

高規格救急自動車
整備事業



評価年度の設定理由
車両の運用が決定した後に評価が可能なため。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

発光パター
ンが連動す
る赤色警光
灯を設置す

る。
 
 

現行０％か
ら

新車両１０
０％

成果実績 ％
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

100
目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

高規格救急自動車
整備事業

活動実績

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の活動指標
及び活動実績

台 1 1 1
活動見込 台 1 1 1



総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備　考
交付金事業の総事業費
等

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

政策局政策部土地水資源対策課

政策局政策部土地水資源対策課

14,426,000

14,426,000

交付金事業の契約の概要

14,495,000

14,463,000

14,463,000

24,750,000 55,770,000 19,855,000

物品購入 一般競争入札
神奈川日産自動車株式会社

相模原清新店
19,855,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

14,495,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

措置名 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称

総事業費
4,958,800

（事業実施主
体（市町村）
の総事業費）

交付金事業に要
した経費

4,400,000 4,400,0001

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

消防団施設維持管理事業 小田原市

番号



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）
番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 小田原市

【主要政策・施策】
第６次小田原市総合計画
　施策：６　消防・救急
　　詳細施策：４　持続可能な消防団体制の構築
　　　◆取組方針
　　　　地域の総合的な消防力を確保するため、消防機関間の連携や協力などを
　　　　進めながら、地域の特性を考慮した上で、消防団の組織力向上に取り組み、
　　　　持続可能な消防団体制の構築を図ります。
　　　◆主な取組
　　　・消防団組織や消防団施設の再整備
　　　（以下、略）

小田原市消防団待機宿舎修繕計画
　　　◆目標値
　　　　小田原市消防団待機宿舎の修繕
　　　・小田原市消防団待機宿舎修繕計画17棟のうち、４棟を令和５年度中に修繕を
　　　　実施する。（小田原市消防団待機宿舎修繕計画参照）

交付金事業実施場所

　小田原市栢山3279　小田原市消防団第14分団３班
　小田原市千代119-1　小田原市消防団第19分団２班
　小田原市曽我谷津653-3　小田原市消防団第20分団１班
　小田原市中村原431　小田原市消防団第22分団第３班

交付金事業の概要
　消防団員が安全に活動できるよう、老朽化した消防団施設（消防団待機宿舎）の再整
備を進める。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

消防団施設維持管理事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標



総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

待機宿舎の
修繕４棟

待機宿舎の
修繕棟数

成果実績 ％ 100
目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

交付金事業の活動指標
及び活動実績

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

活動指標 令和５年度

2,917,358

4,400,000

4,400,000

2,917,358 4,958,800

うち経済産業省分

評価年度の設定理由
単年度完結事業のため、事業完了後早期に評価を実施

交付金事業の総事業費
等

令和５年度

令和４年度 令和５年度 備　考

事業終了（予定）年度 令５年度事業開始年度

庁舎修繕が完了した時点で評価が可能なため。事業期間の設定理由

単位 令和４年度

2,917,358

待機宿舎の修繕完了
活動実績 棟 3 4
活動見込 棟 3 4
達成度 ％ 100.0% 100.0%

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

　　　◆関連計画
　　　・小田原市消防計画

基準値（令和４年度）
４１％

目標の方針
増

目標値（令和６年度）
１００％



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

政策局政策部土地水資源対策課

政策局政策部土地水資源対策課

株式会社Ｎ建装
1,280,400
1,287,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
交付金事業の契約の概要

有限会社匠装
1,282,600
1,108,800

建物維持修繕 見積合せ



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名

総事業費
7,840,800

（事業実施主
体（市町村）
の総事業費）

交付金事業に要
した経費

4,400,000 4,400,0001

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

農業用水路整備事業 南足柄市

番号 備　考交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）

交付金事業実施場所 南足柄市内山

交付金事業の概要

　内山広ヶ谷戸水路整備
　整備延長　L=53.0ｍ
　市内の農業用水路は、かつて市から材料を支給して地域で整備した水路が多く、石積みが崩れる等危
険な状態のものが存在している。これらの農業用水路に対し地域から水害対策や安定した農業用水を確
保してほしいと要望が上がっているため、必要な箇所について順次整備を進めるものです。

令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度事業開始年度

事業期間の設定理由

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 南足柄市

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
南足柄市第五次総合計画後期基本計画
　施策２２　農林業の振興
　　農林業従事者は、安定した農林業経営を目指して取り組んでいます。
　
【目標】
　想定される災害に対して、被害を最小限に抑えるための備えができています。

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

農業用水路整備事業



評価年度の設定理由

今回の要望水路は延長が短く単年度で事業の完成が見込まれることから、評価年度を事
業実施年度として設定しました。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

成果指標の
90％の達成

Ｒ５整備距
離/Ｒ５度
整備予定距
離×100

成果実績 ％
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

104.5
目標値 ％ 90.0

達成度 ％ 116.1

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

令和５年度用水路整備事
業の進捗量（施工延長

（Ｌ））

活動実績

達成度 ％ 109.0 100.0 104.5

交付金事業の活動指標
及び活動実績

ｍ 99.1 91.0 55.4
活動見込 ｍ 91.0 91.0 53.0



総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備　考
交付金事業の総事業費
等

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

政策局政策部土地水資源対策課

政策局政策部土地水資源対策課

4,400,000

4,400,000
交付金事業の契約の概要

4,400,000

4,400,000

4,400,000

4,429,700 4,408,800 7,840,800

内山広ヶ谷戸水路整備工事 一般競争入札 株式会社下田組 7,840,800

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

4,400,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金充当額

11,155,000

交付金事業に要し
た経費

11,155,000
地域活性化

措置

措置名

町立特定教育・
保育施設運営事業

交付金事業の名称
交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

山北町

備　考

総事業費
13,284,300
（事業実施主体
（市町村）の総
事業費）

1

番号



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施。

単位

待機児童
０人

交付金事業実施場所 山北町山北（やまっこ園舎、わかば園舎)、向原（向原保育園）

交付金事業の概要
町立特定教育・保育施設に勤務する保育教諭・保育士８名分の人件費、５か月分（８月～12月分）
幼児教育の充実などの利用ニーズに対応するため、電源立地地域対策交付金を活用し、保育等サービ
スの充実に努めています。

令和５年度　 事業終了（予定）年度 令和５年度事業開始年度

成果目標 成果指標
事業期間の設定理由

達成度

％

％

％

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第５次総合計画後期基本計画（2019年度～2023年度）
　第３章　健康と福祉のまちづくり
　　第４節　児童福祉の推進
　　　第１項　子育て支援・児童福祉の充実
　　　　安心して子どもを育てることができるよう、地域における子育て支援や保育サービスを
      充実し、子どもの遊び場・居場所づくりなどを整備するとともに、ひとり親家庭への支援
      や児童虐待防止のための要保護児童対策地域協議会などを充実しながら、妊娠期から子育
      て期にわたる切れ目のない支援を提供し、地域に密着した子育て環境づくりを進めます。
【目標】
　町民のニーズに対応した保育サービスの充実

交付金事業の成果目標

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 山北町

入所率：入
所希望者数
÷入所者数

×100

100

100

100

評価年度 令和５年度

成果実績

目標値

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 町立特定教育・保育施設運営事業



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和３年度単位
活動実績
活動見込

保育教諭・保育士（８名）の給与に交付金を充当することによって職員配置基準数（26名）を確保で
き、待機児童数ゼロ（人）とすることができました。
次年度へ向けても、保護者が安心して預けられるよう職員の配置数を確保するとともにニーズに対応
した保育サービスの充実を図っていきます。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

13,284,300

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和５年度令和４年度

40 40

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備　考

達成度

活動指標
人月
人月

％

12,776,500 13,038,200

100 100 100

保育教諭・保育士の雇用
量

（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

35 40 40
35

及び成果実績

11,155,000

11,155,000

11,187,000

11,187,000

11,181,000

11,181,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

政策局政策部土地水資源対策課

政策局政策部土地水資源対策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育教諭・保育士の雇用 雇用 保育教諭・保育士８名 13,284,300



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

措置名

総事業費
5,566,000

（事業実施主
体（市町村）
の総事業費）

交付金事業に要
した経費

4,400,000 4,400,0001

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

総合保健福祉センター温水
プール運営管理事業

箱根町

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）

交付金事業実施場所 箱根町宮城野

交付金事業の概要

　総合保健福祉センター温水プール運営管理（プール使用者の安全を確保するために必
要な監視及び管理並びに不測の事故に対する迅速な処理及び対応）の委託費２ヶ月分
（８月～９月）
　箱根町は、箱根町第６次総合計画に基づき町民の健康づくりを推進するため、町内で
唯一のプール付きスポーツ施設である当センターの温水プール運営管理委託費に電源立
地地域対策交付金を活用することで、地域住民が安心・安全に健康増進が図れる環境の
提供に努めています。

令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度事業開始年度

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 箱根町

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
箱根町第６次総合計画
　基本目標１：皆が支えあう、誰もが元気なまちづくり
　　施策１：健康づくりの推進
　　　町民一人一人の健康づくりを支援するため、健康診査の受診勧奨及び周知徹底を
　　　図り、特定保健指導についても、積極的な支援を図っていきます。
【目標】
温水プールの年間利用者数　27,000人

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

総合保健福祉センター温水プール運営管理事業

事業期間の設定理由



評価年度の設定理由
単年度事業として、早期に評価を実施

　本交付金の活用により、総合保健福祉センター温水プールにおける必要な監視、管理
を行うことで、成果目標である「水質・不測の事故件数０件」を達成することが出来ま
した。今後も不測の事故を未然に防止することで、地域住民が安心して健康増進を図る
ことができるよう、引き続き実施していきます。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

水質・不測
の事故件数

０件

無事故日数
（日）

成果実績 日
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

53
目標値 日 53

達成度 ％ 100

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

開館日数
活動実績

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の活動指標
及び活動実績

日 77 74 53
活動見込 日 77 74 53



総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備　考
交付金事業の総事業費
等

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

政策局政策部土地水資源対策課

政策局政策部土地水資源対策課

4,400,000

4,400,000
交付金事業の契約の概要

4,400,000

4,400,000

4,400,000

6,324,999 6,324,999 5,566,000

総合保健福祉センター温水
プール運営管理事業

指名競争入札 クイックワン合同会社 5,566,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

4,400,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名

総事業費
1,314,000

（事業実施主
体（市町村）
の総事業費）

交付金事業に要
した経費

1,300,000 1,300,0001
地域活性
化措置

小児インフルエンザ
予防接種事業

愛川町

番号 備　考交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）

交付金事業実施場所 愛川町内医療機関ほか

交付金事業の概要

・小児インフルエンザ予防接種委託費（契約日から２月末までに支払済の委託費）
・インフルエンザは急性呼吸器感染症で、合併症（特に肺炎）を併発した場合に重篤になりやすいこと
から予防が重要な感染症のひとつであり、学校や幼稚園・保育園などでの感染拡大の予防などが課題と
なっている。そこで、交付金を活用することで、予防接種をしやすい環境を整えるとともに、住民の健
康づくりへの意識を高めることができ、また、医療費抑制への効果も期待することができます。

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛川町

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

・第６次愛川町総合計画実施計画
　基本目標３　健康でゆとりとふれあいのまちづくり　第２章　健康づくり　第１節　健康づくりの推
進
・愛川町健康プラン《第４期》
〈基本方針〉
　住民一人ひとりがいきいきとした毎日を送れるよう、心と身体の健康を維持・増進するための未病対
策や保健事業等により、健康づくりの支援に努めます。
〈目標〉
・検診（健康診断や人間ドック）の受診率（15歳以上）
　現状　78.6％（令和３年度）
　目標　86.0％（令和10年度）
・成人歯科健康診査の受診率
　現状　 3.8％（令和３年度）
　目標　 6.0％（令和10年度）

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 小児インフルエンザ予防接種事業



評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度末に評価を実施。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

　令和５年度　 事業終了（予定）年度 令和５年度事業開始年度

事業期間の設定理由

予防接種の
接種率
32.6％

予防接種の
接種率：接
種者数÷助
成対象人口

×100

成果実績 ％
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

20.74
目標値 ％ 32.6

達成度 ％ 63.62

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

予防接種実施件数
（支払分）

活動実績

達成度 ％ 68.49 63.57 61.92

交付金事業の活動指標
及び活動実績

件 1,924 1,590 1,314
活動見込 件 2,809 2,501 2,122



総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備　考
交付金事業の総事業費
等

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

政策局政策部土地水資源対策課

政策局政策部土地水資源対策課

1,300,000

1,300,000
交付金事業の契約の概要

1,800,000

1,590,000

1,590,000

1,924,000 1,590,000 1,314,000

小児インフルエンザ予防接
種業務委託

 随意契約 一般社団法人厚木医師会 1,314,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

1,800,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

総事業費
5,585,400

（事業実施主
体（市町村）
の総事業費）

交付金事業に要
した経費

3,100,000 3,100,0001
地域活性
化措置

口腔がん個別検診事業 愛川町

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）
措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 口腔がん個別検診事業

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛川町

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

・第６次愛川町総合計画実施計画
  基本目標３ 健康でゆとりとふれあいのまちづくり　第２章 健康づくり　第１節 健康づくりの推進
・愛川町健康プラン《第４期》
〈基本方針〉
　住民一人ひとりがいきいきとした毎日を送れるよう、心と身体の健康を維持・増進するための
　未病対策や保健事業等により、健康づくりの支援に努めます。
〈目標〉
・検診（健康診断や人間ドック）の受診率（15歳以上）
　現状 78.6％（令和3年度）
　目標 86.0％（令和10年度）
・成人歯科健康診査の受診率
　現状  3.8％（令和3年度）
　目標  6.0％（令和10年度）

交付金事業実施場所 厚木歯科医師会（愛川町内医療機関含む）加入の協力医療機関

交付金事業の概要

・口腔がん個別検診委託費（契約日から２月末までに支払済の委託費）
・近年増加傾向にある「口腔がん」は、早期発見早期治療により治療後の後遺症も少なく、治癒率の高
い病気であるが、検診の受診率が低いことが課題となっている。そこで、交付金を活用し、個別検診を
実施することで、検診を受診しやすい環境を整えるとともに、住民の健康づくりへの意識を高めること
ができ、また、医療費抑制への効果も期待することができます。



達成度 ％ 98.73 102.39 110.22

交付金事業の活動指標
及び活動実績

人 1,244 1,243 1,326
活動見込 人 1,260 1,214 1,203

令和３年度 令和４年度 令和５年度

検診実施件数
（支払分）

活動実績
活動指標 単位

5.02
目標値 ％ 4.63

達成度 ％ 108.42

事業期間の設定理由

検診の受診
率4.63％

検診の受診
率：受診者
数÷検診対
象者数×

100

成果実績 ％
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績 評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度末に評価を実施。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

　令和５年度　 事業終了（予定）年度 令和５年度事業開始年度



口腔がん検診業務委託 随意契約
一般社団法人厚木歯科医師

会
5,585,400

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

2,600,000

2,600,000

2,600,000

2,600,000

5,199,200 5,570,400 5,585,400

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

政策局政策部土地水資源対策課

政策局政策部土地水資源対策課

3,100,000

3,100,000
交付金事業の契約の概要

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備　考
交付金事業の総事業費
等



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和５年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

総事業費
5,555,000

（事業実施主
体（市町村）
の総事業費）

交付金事業に要
した経費

4,400,000 4,400,0001

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

令和５年度防犯灯ＬＥＤ化
事業

清川村

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）
措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

令和５年度防犯灯ＬＥＤ化事業

事業期間の設定理由

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 清川村

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第３次清川村総合計画後期基本計画（2019年度～2023年度）
　１　自然と調和した住みよい村づくりの推進
　　１－５　地域ぐるみの安全・安心な村づくり
　　１－５－６　地域ぐるみの防犯体制の強化・充実
　　犯罪の抑止力を高めるため、防犯カメラや防犯灯の適正な維持管理と設備の充実を
　図るとともに、警察などの関係機関との連携を深め、防犯指導員や地域コミュニティ
　によるパトロールや被害防止に向けた啓発活動と防犯体制の強化を図ります。

目標：防犯灯の適正な維持管理と設備の充実を図ります。

交付金事業実施場所 清川村煤ヶ谷谷太郎、坂尻、柿ノ木平、法論堂、宮ヶ瀬１区・２区　外

交付金事業の概要 村内防犯灯の一部をＬＥＤ化する工事

令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度事業開始年度



達成度 ％ 99.2 100.0 100.0

交付金事業の活動指標
及び活動実績

灯 131 130 130
活動見込 灯 132 130 130

令和３年度 令和４年度 令和５年度

ＬＥＤ化した防犯灯数

活動実績
活動指標 単位

100.0
目標値 ％ 100.0

達成度 ％ 100

防犯灯のＬ
ＥＤ化率
100％

ＬＥＤ化し
た防犯灯数
÷防犯灯の
総数×100

成果実績 ％
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績 評価年度の設定理由

交付金事業の完了とともに成果目標の達成度が算出できるため。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無



防犯灯ＬＥＤ化工事 指名競争入札 有限会社　朝倉電気 5,555,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

4,400,000

4,400,000

4,400,000

4,400,000

5,434,000 5,379,000 5,555,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

政策局政策部土地水資源対策課

政策局政策部土地水資源対策課

4,400,000

4,400,000
交付金事業の契約の概要

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備　考
交付金事業の総事業費
等


